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１．はじめに
社会保障財源の拡充が声高に叫ばれるなか，先の「社会保障と税の一体改
革」関連法案において消費税増税法案が成立した。ここでは具体的な消費税
率の引き上げが明記されており，２０１４年までには消費税率８％，２０１５年１０
月までには１０％ までの引き上げが検討されている。さらに，１０％ の引き上
げが行われた際には軽減税率の適用も提案されており，消費税の逆進性緩和
策に関する潮流は，政権交代により給付付き税額控除から複数税率化へと大
きく変化したように思える。
２０１３年７月２９日付で掲載された毎日新聞の世論調査によれば，消費税率
を引き上げる際に生活必需品に対して軽減税率を設けるかどうかの賛否を尋
ねたところ，導入に賛成が６８％，反対が２５％という結果が出たという。実際，
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１６１
公明党は自民党に対して消費税率が８％ に引き上げられた場合には食料品と
新聞に対して軽減税率を，１０％ にそれが引き上げられた場合には軽減税率
の範囲を拡大することを提案している。また，消費課税を巡る新聞公共性研
究会の意見書においても，新聞には表現の自由の保障がもたらす機能が備え
られていること，あるいは欧州などの諸外国で既に軽減税率が適用されてい
ることから，新聞に対する軽減税率の適用を提案している。このように消費
税率の引き上げが喫緊の課題である今日において，その逆進性対策としての
複数税率化がより頻繁に議論されるようになった。
ただ，この消費税の複数税率化は経済学者を中心に極めて評価が低い傾向
にある。たとえば，マーリーズ・レビューでは，イギリスにあるほとんどの
軽減税率やゼロ税率を取りやめることで，各家計の経済状態を変えずに，約
３０億ポンドの税収を残すことが可能であったと結論付けている１）。それ以外
に，日本でも橋本［２０１０］，鈴木［２０１０］，高山・白石［２０１１］，八塩・長谷川
［２００８］等を中心に軽減税率を行うよりも，給付付き税額控除を行った方が消
費税の逆進性緩和効果が高いという分析結果を出しているものが多い。さら
に，現行の帳簿方式からインボイス方式へと変更しない限り，消費税の適正
な転嫁が行えないという実務的な問題も抱えている。このように消費税の複
数税率化は実務的，あるいは実証的にも課題が多いことで見解がほぼ一致し
ている。
また，歴史的に見ても消費税の複数税率化は，かつての物品税で議論され
た問題を蒸し返すことになる。中曽根内閣当時に提案された売上税は，イン
ボイス方式と複数税率化の両方を兼ね備えたものであった。これは事務手続
きの煩雑さ，すなわちどのような品目に軽減税率を設けるか，さらにはイン
ボイスの保存を義務付けること等により，事業者を中心に猛反発にあった。
その結果として，竹下内閣で導入された今日の一般消費税では帳簿方式と単
一税率とが組み合わさったものとなっている。したがって，複数税率化の導
１）Mirrless, J. and A. Stuart［２０１１］, p.216. また，森信［2010］では，マーリーズ・レ
ビューに基づきイギリスにおけるVATの問題点を簡単にまとめている。
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入は消費税導入当時で既に廃案となった議論をまた提案していることにな
る。
ただそれにもかかわらず，消費税の複数税率化が提案される理由として，
EU諸国において既に複数税率化を採用している，たとえば，イギリス，フ
ランス，ドイツでは食料品や新聞・雑誌に対して軽減税率を設けていること
が考えられる。それゆえ，諸外国が採用しているという実績を鑑みても，政
府当局が消費税の複数税率化を唱えるのは当然とも思える。また，複数税率
化の代替策として提案される給付付き税額控除が納税者番号制度の導入とい
う大きなハードルを抱えていることも，複数税率化の導入を主張する根拠に
なったのではないかと思われる。
これまで消費税の複数税率化については様々な経済学者によって分析が行
われてきた。ただ，その多くが消費税負担格差を短期的所得に基づいて分析
しているものであり，生涯的な観点から分析したものは少ない。どの個人に
おいても生涯を通じて稼得期とそうでない時期を経験することを鑑みれば，
消費税の逆進性と複数税率化による緩和効果は生涯的な観点から分析を行わ
なければならない。
しかし，残念なことに海外では同一の個人を継続的に追ったパネルデータ
PSID（The Panel of Study Income Dynamics）が整備されているが，日本
ではデータが未整備であるため個人の生涯所得を推計することは極めて困難
である。また，日本の消費税が導入されてからまだ２５年と歴史が浅いこと
も生涯における消費税負担の計測を難しくさせている。もっとも個人の生涯
所得を推計することが困難であったとしても，個票データを利用することで
世代間，あるいは世代内にある消費税の逆進性と複数税率化による緩和効果
を分析することは可能である。
より最近でも財務省が提案する「社会保障の安定財源の確保等を図る税制
の抜本的な改革を行うための消費税法等の一部を改正する等の法律案」で
は，世代間及び世代内の公平性が確保された社会保障制度の構築を目的とし
ている。それゆえ，社会保障政策だけでなく，今後の消費税の逆進性対策に
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関する分析も世代間と世代内の両方を通じて行わなければならない。そのた
め，本稿では逆進性緩和策として消費税の複数税率化を行うことの諸問題を
明らかにしたうえで，『家計における金融資産選択に関する調査（平成１６年
度）』の個票データに基づき，世代間，あるいは世代内にある消費税の逆進
性と複数税率化による緩和効果を分析している。
本稿の構成は以下の通りである。第２章では，消費税の複数税率化に関す
る諸問題について考えてみる。第３章では，世代間における消費税負担率の
格差を計測したうえで，複数税率化による逆進性緩和効果を計測している。
第４章では，対数関数の推計から世代内にある消費税の逆進性と複数税率化
による緩和効果を分析した。おわりにでは全体のまとめと若干の政策提言を
加えている。
２．消費税の複数税率化に関する諸問題
消費税を複数税率化にした場合，１．実務的に帳簿方式からインボイス方
式への移行が必要となること，２．課税の中立性が損なわれること，３．軽減
税率を適用する費目の範囲，４．軽減税率適用により失われる税収，５．軽減
税率適用の便益が高所得者にも及ぶこと等の問題点が生じる。消費税の複数
税率化を実現させるためには，実務的にも仕入れにかかった消費税額を正確
に把握しなければならない。日本では消費税制度については簡素性を重視し
ており，結果として消費税転嫁が正確なインボイス方式ではなく，転嫁が曖
昧な帳簿方式を採用している。したがって，消費税率が複数ある場合，帳簿
方式では新しい消費税制度に対応できない可能性がある。インボイス方式に
変更することで免税事業者からの仕入れが行われないという問題はあるもの
の，逆進性緩和を正確に機能させるためには帳簿方式からインボイス方式に
変えなければならない。
さらに，軽減税率を導入することで，相対価格の変化による代替効果が生
じ，その分だけ消費者にとって超過負担が生まれることになる。消費税が単
一税率であるならば，相対価格を変化させない所得効果のみが生じるため，
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軽減税率を設けた場合と比べて消費者の選択を歪めないというメリットがあ
る。したがって，課税の中立性を考慮すれば消費税は単一税率であることが
望ましいと考えられている２）。
また，売上税での挫折，あるいは海外の経験からどのような品目に対して
軽減税率を設けるかという問題もある。軽減税率を適用する費目の範囲につ
いて考えてみると，どの費目に軽減税率を適用するのかで必ず各業界団体の
陳情合戦が起きることが予測されよう。たとえば，デンマークやスウェーデ
ン，ノルウェー，ドイツ，フランスでも政治的に軽減税率を導入せざるを得
なかったことを認めている３）。また，日本でも中曽根内閣当時に提案された
売上税は５１もの非課税品目があり，取引形態が複雑な流通業界や繊維業界
だけでなく，価格転嫁が難しい業界からも反対された４）。したがって，軽減
税率の設定には政治的な影響を受ける部分が多いものの，出来るだけ合理的
な判断に基づき，生活必需品と認められる品目を選定しなければならない。
実際，日本の消費税法では社会政策的な配慮から教育や医療に対して消費
税を非課税としているが，これが逆進性緩和策として，どれだけ有効である
のかについても考える必要性があろう。また，技術的に課税が困難である土
地についても非課税であり，これが家計に与える影響も考慮しなければなら
ない。表１には各所得階層にある家計が非課税品目となる医療，教育，家賃
地代をどの程度消費しているのかをまとめている５）。
表１を見ると，非課税品目のなかでも家賃地代については低所得者層にな
ればなるほど，消費に占めるその割合が多いことが分かる。したがって，家
２）もっとも理論的な観点から，本間［1982］のように消費税の複数税率化を支持する
研究結果を出しているものもある。
３）詳細は，内閣府税制調査会第 15 回総会・第 18 回基礎問題小委員会（9 月 21 日）
で提出された海外調査報告に書かれてある；http://www.cao.go.jp/zeicho/siryou
/b 15 kai.html。
４）石［2009］，131-135 頁。
５）『全国消費実態調査（平成 16 年度）』は 5 年おきに調査結果を公表している。し
たがって，最新版は平成 21 年度であり，本来ならその結果に基づき議論すべき
かもしれない。ただ，本稿では平成 16 年度における個票データを利用して分析
を行っていることから，ここでは平成 16 年度の結果を載せている。
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賃地代を非課税品目に含めることで，ある程度の逆進性緩和は期待出来よ
う。ただ，教育については必ずしも低所得者層が多く消費しているとは言え
ない。消費に占める教育の割合が最も多いのは，年間収入１０００～１２５０万円
世帯の０．０８３であり，逆進性緩和の効果をあまり果たしていないように思え
る。また，保健医療については低所得者層でわずかに消費割合が多いもの
の，全体的にはほとんど変わりがない。このように現在の消費税法で認めら
れている非課税品目は，消費に占めるその割合が極めて少なく，逆進性緩和
の効果があまり期待できないのである。したがって，今後消費税率引き上げ
の際に議論される軽減税率の設定には，低所得者層がとりわけ多く消費して
いると思われる品目を見極めなければならない。
具体的には，頻繁に食料品や光熱費，新聞等が対象費目に挙げられる。一
般的に，低所得者層になればなるほど，消費に占める食料品や光熱費の割合
表１ 各所得階層における消費に占める非課税品目及び食料品，光熱水道の割合
出所：総務省編『全国消費実態調査（平成１６年度）』より作成。
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が大きいと考えられる。そのため，これらの費目に対して軽減税率を設ける
ことは消費税の逆進性を緩和させることが予測される。ただ，日本の消費税
は帳簿方式を採用しており，中間投入物になると思われる食料品等は極めて
非課税品目に加えることが難しい。歴史的に見ても，大平内閣当時に提案さ
れた一般消費税が挫折となった背景には，帳簿方式でありながらも非課税品
目として食料品が加えられていたことが考えられる６）。転嫁が不透明な帳簿
方式から相互牽制作用のあるインボイス方式に変えることは，軽減税率を設
けるうえで必要不可欠なのかもしれない。
しかし，ここで考えなければならないのは，消費性向が低所得者層で比較
的高いと思われる食料品や光熱費に対して軽減税率を設けるかどうかであ
る。あくまで消費税の逆進性緩和という観点からのみ捉えるならば，各所得
階層にある家計がこれらの品目をどの程度消費しているのかを考えてみる必
要性がある。表１には所得階層別に見た消費に占める食料品や光熱費の割合
が示してある。これを見ると，年間収入が最も少ない２つの世帯が０．２５７，
０．２５３と消費のなかでも食料品を多く消費しており，その割合も非課税品目
と比べてかなり大きいことが分かる。それに対して，光熱費が消費に占める
割合は食料品ほど多くはないものの，低所得者層から高所得者層になるにつ
れてその割合が小さくなることが分かる。したがって，食料品に軽減税率を
設けることは減収規模が大きいものの，逆進性緩和効果はかなり期待できる
一方で，光熱費にそれを設けることは減収規模が少なく，着実に逆進性緩和
が期待できる。
消費税率引き上げの際に重要となるのは，財源の確保と負担のバランスで
あり，可能な限り減収規模を減らすと同時に，食料品のなかでも低所得者層
の方で消費割合が多いものみに留めるのが好ましいと思われる。その場合，
納税協力や執行上のコストは増えてしまうが，逆進性緩和効果を期待するな
らば，食料品のなかでもいかなる品目が生活必需品であるかを見極める必要
性がある。表２は各品目の対数関数をOLS推計して，所得弾性値を求めたも
６）これについては，石［2009］，103-106 頁で詳細に述べられている。
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表２ 各品目の所得弾性値
注）サンプル数４７
***：１％ 有意水準を満たす，**：５％ 有意水準を満たす，*：１０％ 有意水準を満たす。
推計デ ターの出所：総務省編『全国消費実態調査（平成１６年度）』より推計。
のである。データは勤労者世帯を対象にした地域別１世帯当たり１か月間の
収入と支出から集めている。すなわち，各都道府県にある２人以上の勤労者
世帯を対象にして，いかなる費目が生活必需品になりうるのかをここでは推
計している。
また，推計するにあたって，各変数は世帯人数の平方根で除した等価所得
と等価消費にした。したがって，世帯人数に応じて生活必需品が異なる可能
性も考慮して推計を行ったつもりである。
表２を見ると，光熱水道は０．２７８と所得弾性値が低く，生活必需品として
の性格を持っている。とりわけ，電気代，上下水道は０．３８９，０．４１４と所得
弾性値が低い。逆に，教育，生鮮果物は１．０７９，１．１１７と所得弾性値が高く，
贅沢品となる可能性があり得る。特に，教養娯楽は１．２８５と所得弾性値が最
も高く，高所得者ほどこれらのサービスを消費しているものと思われる。重
要なのは，今後消費税率引き上げの際に，食料品に対して軽減税率を設ける
かどうかである。食料品全体では所得弾性値が０．６７２と全体を通じて，とり
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わけ低い訳ではない。したがって，食料品全体に軽減税率を設けることは必
ずしも逆進性緩和に効果がある訳ではない。
このことから消費税制度を多少複雑にする，あるいは政治的に困難かもし
れないが，食料品全体で軽減税率を設定する品目を選別することは，消費税
の逆進性緩和に有効である。米は０．３００と所得弾性値が低いものの，係数が
有意水準を満たしておらず，ここでの推計結果だけでは生活必需品であると
断定することは出来ない。食料品のなかでも係数が有意水準を満たしてい
て，生活必需品としての性格が強いのは肉類，油脂調味料，卵であり，野菜
や魚介類は０．７７５，０．８４３と所得弾性値が高かった。
現実的に，野菜や魚介類を除いて肉類，油脂調味料，卵等のみに軽減税率
を設けることは実務的に困難かもしれないが，税込表示の金額で商品を販売
することは可能であり，消費者の混乱は避けられるのではないかと思われ
る。それゆえ，ここでの推計結果が正確であるとするならば，消費税制度の
枠内で肉類，油脂調味料，卵のみに対して軽減税率を，野菜や魚介類のみに
対して割増税率を設けることが，税収の減少を補いながら逆進性を緩和させ
るのに有効であると思われる。実際，表３は所得階層別に肉類，油脂調味
料，卵，野菜，魚介類の消費量，あるいは消費税額をまとめたものである。
『全国消費実態調査（平成１６年度）』のデータに基づけば，消費税率が
５％ から８％ に引き上げられることで，消費税収は７７６，４７５，５２８円となる。
さらに，消費税率が１０％ まで引き上げられることで，税収は９５２，９４７，２３９
円である。通常，消費税率が１０％ まで引き上げられると，家計への負担は
相当なものとなり，逆進性緩和のため食料品等にゼロ税率を設けなければな
らないであろう。ただ，その一方で食料品に掛かる消費税収２０７，３８６，４８１円
を失うことになり，消費税総額は７４０，５６０，７５８円になってしまう。この金額
は消費税率８％ で軽減税率を設けない場合の税収より少ないものである。し
たがって，社会保障財源確保という観点から捉えれば，食料品にゼロ税率を
設けるのは問題がある。
そこで，調理加工されていない条件で魚介類，肉類，野菜・海藻にゼロ税
消費税の複数税率化とその展望に関する一考察 １６９
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率を設けた場合，消費税率が１０％ で税収は７，３９８，４０４円を失うが総税収
９４５，５４８，８３５円で軽減税率を設ける前とほとんど変わりがない。表３を見て
も分かるように，加工されていない魚介類，肉類，野菜・海藻が食料品に占
める割合は，どの所得階層においてもそれほど多いものではない。すなわ
ち，食料品支出の多くを占めるのは外食であり，外食が贅沢品であると考え
るならば，外食に対して積極的に消費課税を行うことで軽減税率設定による
税収減を最小限に留めることが可能となろう７）。消費税制度が複雑になる，
あるいは納税協力コストが多額にはなるものの，消費税制度の枠内で逆進性
緩和策を施すと考えるならば，加工されているかどうかの違いで消費税を複
数税率化にする必要はあるかもしれない。
もっとも，ここでは家計が受ける消費税負担の問題は一切考慮していな
い。軽減税率を設ける最も大きな理由は，消費税の逆進性緩和にある。政治
的に考えても，消費税率引き上げの際には低所得者が負担する消費税を多少
考慮しなければならない。重要なのは政策効果として，軽減税率の設定によ
りどの程度逆進性緩和の期待が持てるかである。また，消費税の逆進性はあ
る一時点のものではなく，出来るだけ生涯を考えた消費税負担を考慮しなけ
ればならない。
消費税は若年期，壮年期，老年期の世代間でバランスの取れた課税を行う
ことが目的で導入されたものである。すなわち，どの個人においても生涯で
所得を稼げる時期があるのと，稼げない時期があるのは事実である。した
がって，消費税の負担は短期的なものではなく，出来るだけ生涯を通じた消
費税負担を考慮しなければならない。ただ残念なことに，消費税の導入が平
成元年であることから消費税を実際に支払った額を測ることが出来るのは，
どの個人においても２５年分しか存在していない。したがって，日本の個人
を想定した場合，生涯で支払った消費税額を計測するのは極めて限定的であ
り，かつ曖昧な計測を行うしかない。ただ，現実的に個人の生涯に支払った
７）ちなみに，同じ対数関数の推計を行った結果，外食の所得弾性値は 1.039 となっ
ている。
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消費税負担を計測しなくても，『家計における金融資産選択（平成１６年度）』
の個票データを利用することで，世代間あるいは世代内にある消費税負担の
格差を推計することは可能である。この作業を行うことで同一世代内にあ
る，たとえば稼げる時期にある，あるいは稼げない時期にある消費税負担格
差を議論することが可能となる。それ以外に，各年代が負担する消費税額を
計測することで，世代間にある消費税の逆進性も議論することが出来よう。
次の章では個票データを利用しながら，軽減税率の設定により世代間にある
消費税の逆進性がいかに緩和されるかを分析する。
３．世代間における消費税負担格差と非課税・軽減税率の緩和効果
前章では軽減税率を設けることにより失われる税収，あるいは生活必需品
の選定等の観点から，消費税の複数税率化に関する諸問題を議論してきた。
この章では軽減税率を設けることによる逆進性緩和効果を分析する。逆進性
緩和効果の分析は世代間のみならず，世代内でも議論しなければならない。
これまで消費税を複数税率化することによる逆進性緩和効果の分析は林
［１９８９］，林［１９９２］，跡田［１９９５］，橋本［１９９４］，橋本・上村［１９９７］等を中心に
盛んに行われてきた。ただ，これらの分析は短期のモデルを想定しながら，
消費税の複数税率化のみの逆進性緩和分析に留まっていたように思える。
それに対して，諸外国で既に行われている給付付き税額控除が消費税の逆
進性緩和策として注目されて以降は，所得税を含めた税制全体で消費税の逆
進性緩和を議論するようになった。具体的には，消費税の複数税率化と給付
付き税額控除のどちらが逆進性緩和に有効であるかの分析が橋本［２０１０］，鈴
木［２０１０］，高山・白石［２０１１］，八塩・長谷川［２００８］等を中心に行われてい
る。これらの研究では消費税の複数税率化より給付付き税額控除の方が逆進
性緩和策として有効であるという分析結果を出していた。
ただ，実際には消費税の逆進性を分析する場合，短期ではなく生涯の所得
に注目して分析を行わなければならない。海外ではある個人を継続的に追っ
たパネルデータPSIDが整備されており，個人の生涯所得を推計することが
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日本に比べて容易である。実際，Fullerton and Rogers［１９９１；pp．２７９-
２８６．］，Lyon and Schwab［１９９５；pp．３９２-４０５．］，Casperson and Metcalf
［１９９４；pp．７３４-７４３．］ではPSIDを利用して，生涯における租税の逆進性や累
進性を推計している。日本では様々な方法を通じて，大竹・小原［２００５；５０-
５１頁］，橋本［２０１０］等が生涯における消費税の負担構造を分析しているが，
その結果は異なってしまうという曖昧なものであった。そのため，世代間，
あるいは世代内で消費税負担を分析することで，生涯における消費税負担を
議論することが多くなっている。
具体的には，橋本［１９９３］では将来消費を効用関数に基づき推計しており，
その上で世代間と世代内の消費税負担を分析していた。その後，橋本［２０１０］
では同一世代内の個人を企業規模別，あるいは学歴別に分けて将来所得を推
計することで，世代内にある消費税負担を議論している。それに対して，田
代［２０１２a］では個票データに基づき年齢と所得をクロスさせたデータから対
数関数を推計することで，世代内にある消費税負担格差を議論している。そ
の後，田代［２０１２b］では同じデータから世代内にある消費税の負担格差を給
付付き税額控除がいかに緩和するのかを分析している。ただ，田代［２０１２b］
の分析では給付付き税額控除による逆進性緩和策は分析しているものの，近
年注目されている消費税の複数税率化が世代内にある逆進性をいかに緩和す
るのかについては分析していなかった。
初めに，世代間にある消費税の逆進性と複数税率化による緩和効果を分析
する。分析手法として，初めに非課税品目を設定したことによる逆進性緩和
効果を推計した。ここでは表１の各所得階層に属する消費支出に占める非課
税品目の割合は，それぞれの家計で同一であるものと仮定して分析を行って
いる。本稿では様々な軽減税率の制度設計を想定して分析を行っているが，
以降はどの分析においてもこの仮定を置いて推計を行っている。次に，食料
品にのみゼロ税率を設けた場合の逆進性緩和効果を推計する。最後に，前章
にある表２の分析から生活必需品的性格の強かった光熱費までゼロ税率の設
定を拡大させた場合の逆進性緩和効果を推計した。軽減税率を設けることに
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表４ 世代間における消費税負担率と軽減税率・非課税の緩和効果
出所：総務省編『全国消費実態調査（平成１６年度）』；郵政研究所編『家計における金融資
産選択に関する調査（平成１６年度）』の個票デ ターより作成。
よる世代間の逆進性緩和効果に関する計測結果は表４にまとめてある。
表４からどのケースにおいても年代２０から５０代にかけて消費税負担率は
徐々に低下していく一方で，６０代以降になるとそれが高まっていくことが
分かる。世代間で最も消費税負担が大きいのは税率に関係なく，７０代以上
の世帯であり，非課税品目を設けないケースを想定すれば，消費税５％ で
８．５９５％，８％ で１３．３７０％，１０％ で１６．４０８％ の負担となっている。７０代以
上で消費税負担が多いのは純粋に所得の低下が原因であるものと思われる。
その一方で，世代間で最も消費税負担が少なかったのは５０代であり，同じ
ように非課税品目を設けないケースを想定すれば，５％ で３．０４８％，８％ で
４．７４１％，１０％ で５．８１８％ の負担となっている。５０代で消費税負担が小さ
かったのは扶養親族が独立しているからであり，世帯人数の減少が原因の１
つとして考えられよう。また，それ以外に２０代の消費税負担率も高かった
が，これは年功序列の賃金体系から収入がまだ少ないことが原因であると考
えられる。
ただ，現実的には社会政策的な配慮から日本の消費税制度では教育，医
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療，家賃地代を非課税としている。世代間で非課税品目の設定による消費税
負担の緩和効果が小さかったのは３０代，４０代である。それに対して，非課
税品目の設定による消費税負担の緩和が最も大きかったのは７０代となって
いる。消費税率５％ の場合で８．５９５％ から６．９０６％，８％ まで引き上げられ
ると１３．３７０から１０．７４２％，１０％ では１６．４０８から１３．１８４％ まで７０代の消
費税負担が緩和している。
では，実際に世代間にある消費税の逆進性はどの程度であろうか。消費税
の逆進性を最高負担率と最低負担率の差で定義すれば，非課税品目のない消
費税率５％ のケースで，７０代以上の８．５９５％ から５０代の３．０４８％ を差し引
いた５．５４７％ ポイントほど世代間で消費税の逆進性があるものと思われる。
さらに，非課税品目を設けない消費税率８％，１０％ のケースで同じ様な計算
を行った場合，それぞれ８．６２９％ ポイント，１０．５９％ ポイントの世代間にあ
る逆進性が計測された。それに対して非課税品目を設けた場合，世代間にあ
る消費税の逆進性はいかに緩和されたであろうか。消費税率５％ の場合，世
代間にある逆進性は４．３３５％ ポイント，税率が８％，１０％ まで引き上げられ
ると，それぞれ６．７４２％ ポイント，８．２７５％ ポイントと変化している。さら
に，食料品にゼロ税率が設けられることで，世代間にある逆進性は消費税率
５％ で２．８８０％ ポイント，８％ まで引き上げられると４．４８１％ ポイントまで
下がっており，これが消費税率１０％ では５．４９９％ ポイントまで逆進性が弱
まっている。
問題はゼロ税率適用の範囲を食料のみに留めるか，あるいは所得弾性値が
低く生活必需品的な性格を持つ光熱費までに拡大するかどうかである。現行
の消費税法と比べると，世代間にある逆進性は５％，８％，１０％ の消費税率
でそれぞれ４．３３５から２．４０５％ ポイント，６．７４２から３．７４２％ ポイント，
８．２７５から４．５９２％ ポイントまで弱まっている。したがって，消費税率が引
き上げられるほど，ゼロ税率の設定を食料から光熱費まで拡大することによ
る逆進性緩和効果は強まっている。
もっとも，ここでの分析結果は世代間のみを議論しており，すべての個人
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が生涯で所得を稼げる時期，あるいは稼げない時期があることを考慮してい
ない。実際に消費税の逆進性を議論する場合，世代内，たとえば稼げる時期
にある個人間で消費税の負担格差を議論しなければならない。次の章では世
代内にある消費税の逆進性と複数税率化による緩和効果を分析する。
４．世代内における消費税負担と非課税・軽減税率による逆進性緩
和効果
前章の分析は世代間のみを分析対象にしており，世代内にある消費税の逆
進性を議論していない。本分析では『家計における金融資産選択に関する調
査（平成１６年度）』の個票データを利用しながら，消費税負担額を被説明変
数，勤労収入と事業収入の合計を説明変数にした対数関数を推計することで
世代内にある消費税の逆進性と複数税率化による逆進性緩和効果を議論して
いる８）。租税弾性値が小さくなればなるほど世代内にある消費税の逆進性が
強まると考えられる。ここでは１０％ の消費税率のみを想定して，世代内に
ある消費税の逆進性を議論してみよう。表５には世代ごとで被説明変数に消
費税負担額，説明変数に勤労収入と事業収入の合計を取った対数関数を推計
した結果，すなわち租税弾性値が非課税，軽減税率が設けられることでいか
に変化したかをまとめている９）。
表５から逆進性緩和策を設けなかった場合，２０代の世代内にある消費税
の逆進性が０．２１０と最も強く，次に６０代，７０代のそれが０．２２６，０．２４２と
続いている。また，租税弾性値は２０代で最も小さく５０代までは徐々に増大
していく一方で，６０代以降から再びそれが徐々に大きくなっていった。そ
の理由として，年功序列の賃金体系と世代間にある賃金格差，すなわち各産
８）林［1992］も同じような推計を行っており，そこでは各所得階層の消費税負担額の
対数値を実収入の対数値で回帰分析することで弾性値を計測している。ただ，こ
こでの推計は個票データに基づいた推計を行っており，林［1992］の推計よりサン
プル数は多いものと思われる。
９）ここでの推計でサンプル全体の数は 3477 である。また，各世代の世帯数は 20 代
で 277，30 代で 670，40 代で 843，50 代で 946，60 代で 549，70 代で 192 となっ
ている。
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業で年齢が高まるごとに確実に賃金が上昇する産業と，早い年齢で頭打ちに
なって賃金カーブが下がってしまう産業とがあること等が考えられる。
実際，１０％ の消費税率で逆進性緩和策を設けなかった場合，非課税品目
が設けられた場合，ゼロの税率の設定が食料品のみの場合，その範囲が光熱
費までに拡大された場合と変化することで各世代の租税弾性値はいかに変化
したであろうか。サンプル全体で考えてみると，租税弾性値は０．３１８，
０．３５９，０．４１１，０．４４６と消費税の逆進性が示されながらも，逆進性緩和策が
充実していくことで，その程度は徐々に弱まっている。
では，現行の消費税法，すなわち，教育，医療，家賃地代に非課税品目を
設けるケースと比べて食料品のみ，あるいは光熱費までゼロ税率を拡大させ
た場合，各世代の租税弾性値はいかに変化したであろうか。表４から２０代
の租税弾性値は０．２１０，０．２３７，０．２６５，０．２８７と変化している。したがって，
現行の消費税法と比べると，食料品や光熱費までゼロ税率を拡大させること
で，２０代の租税弾性値は約０．０５変化することになる。世代内にある消費税
の逆進性が最も小さかったのは５０代である。５０代においては現行の消費法
表５ 世代内における消費税負担と軽減税率・非課税による逆進性緩和効果
推計デ ターの出所：総務省編『全国消費実態調査（平成１６年度）』；郵政研究所編『家計に
おける金融資産選択に関する調査（平成１６年度）』の個票デ ターより推計。
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に基づくと租税弾性値が０．４５１であったが，食料品や光熱費に対してゼロ税
率を設けることでそれが０．５５４と最も大きくなる。したがって，５０代の世
代内にある消費税の逆進性は約０．１だけ改善されることになる。このことか
ら２０代から５０代までは世代内にある消費税の逆進性があったとしても，複
数税率化により逆進性緩和効果は徐々に強まっていると考えられる。
もっとも，６０代，７０代においては食料品や光熱費にゼロ税率を設けるこ
との逆進性緩和効果は徐々に弱まってしまう。現行の消費税法に基づくと
６０代の租税弾性値は０．２６８であったが，食料品や光熱費までゼロ税率を拡
大させると，それは０．３５５と０．０８７しか変化させていない。食料品や光熱費
までゼロ税率を拡大させることによる租税弾性値の変化は６０代に比べると
７０代ではさらに小さくなり，０．２７７から０．３４７の変化のみである。このよう
に消費税率が１０％ まで引き上げられて，食料品や光熱費までゼロ税率を適
用することによる逆進性緩和効果は各世代内で異なる。２０から５０代までは
消費税を複数税率化することによる逆進性緩和効果は徐々に強まるが，逆に
６０代以降はその効果が弱まってしまう。
５．おわりに
社会保障財源の確保と財政健全化を考慮すれば，今後日本の政府当局は消
費税率を引き上げる必要性がある。その際，政治的な影響を受けて何らかの
逆進性緩和策を取ることが求められよう。重要なのは，消費税収を確保しな
がらの低所得者に対する消費税負担の配慮であり，政権交代が行われること
で，その具体策は給付付き税額控除から複数税率化へと移ったように思え
る。
これまで多くの経済学者が複数税率化による消費税の逆進性緩和策を分析
してきた。ただ，その多くが短期的所得に基づいたものであり，生涯を通じ
て消費税の逆進性と複数税率化による緩和策を分析したものは少ない。その
理由として，日本では個人に関する生涯のパネルデータが未整備であるこ
と，あるいは消費税が導入されてから歴史が浅いこと等が考えられる。もっ
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とも，仮に個人の生涯所得を推計することが困難であったとしても，個票
データを利用することで世代間，あるいは世代内にある消費税負担格差を分
析することは可能である。本稿では，近年提案されている消費税率の引き上
げを考慮しながら，世代間，あるいは世代内にある逆進性と複数税率化によ
る緩和策を分析した。
分析の結果，世代間の消費税負担は年代２０から５０代にかけて徐々に低下
していく一方で，６０代以降になるとそれが再び高まっていくことが分かっ
た。世代間で最も消費税負担が大きいのは７０代以上の世帯であり，この世
代で消費税負担が多いのは純粋に所得の低下が原因であるものと思われる。
逆に，世代間で最も消費税負担が少なかったのは５０代であり，扶養親族が
独立した事による世帯人数の減少が原因の１つとして考えられよう。
消費税率５％，８％，１０％ を想定すると，現行の消費税法で世代間にある
逆進性は４．３３５％ ポイント，６．７４２％ ポイント，８．２７５％ ポイントと変化し
ている。これに対して，食料品のみにゼロ税率を適用すると世代間にある消
費税の逆進性は５％ の税率で２．８８０％ ポイント，８％ で４．４８１％ ポイント，
１０％ では５．４９９％ ポイントまで緩和される。さらに，食料品や光熱費まで
ゼロ税率を拡大させると，世代間にある消費税の逆進性は４．３３５から
２．４０５％ ポイント，６．７４２から３．７４２％ ポイント，８．２７５から４．５９２％ ポイ
ントまで弱まっている。したがって，世代間にある消費税の逆進性を複数税
率化により緩和させる効果は，消費税率が高まることで徐々に強まる。
さらに，『家計における金融資産選択に関する調査（平成１６年度）』の個
票データに基づき租税弾性値を推計することで，世代内にある消費税の逆進
性と複数税率化による逆進性緩和効果を分析した。その結果，２０代の世代
内にある逆進性が最も大きく，それ以降６０代，７０代のものが大きかった。
これは産業ごとで異なる賃金カーブの影響を受けているものと思われる。現
行の消費税法で消費税率５％，８％，１０％ を想定すると，２０代の租税弾性値
は０．２３７であったが，食料品にゼロ税率，あるいは光熱費まで適用の範囲を
拡大させることで０．２６５，０．２８７と変化している。この租税弾性値を大きく
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させる効果，すなわち逆進性を緩和させる効果は２０代から５０代までの世代
内では徐々に強まっていく一方で，６０代以降の世代内では弱まってしまう
傾向にある。
最後に本分析の推計結果から今後の日本における税制改革について若干の
政策提言を行っておこう。今後消費税率が１０％ まで引き上げられた場合，
政治的にも食料品や光熱費に対する軽減税率の適用が行われる可能性は高ま
る。その場合，賃金カーブが産業ごとに異なる可能性を受けて，２０から５０
代における勤労期間中の世代内にある消費税の逆進性は，複数税率化が導入
されることで徐々に弱まるであろう。ただ，ここで問題となるのはその緩和
効果が期待される一方で，現実的にかなりの税収が減ってしまうことは予測
される。その場合，消費税収の減少を補うために勤労所得税の強化が必要で
あるように思える。言い換えれば，税収中立を仮定しながら勤労所得税を強
化させることで，世代内にある税制全体の租税負担構造を累進的にすること
が可能になる。
また，今後の税制改革は税源移譲を伴う形で行わなければならない。すな
わち，軽減税率適用による税収減が勤労所得税の増税で賄われた場合，それ
は所得税から住民税への移管を伴う形が望ましい。このような政策が行われ
ることで，応益的な課税が実現されるであろう。それ以外に，今後消費税率
が引き上げられることで消費税から地方消費税への移譲も応益的な課税を強
めるものとなる。したがって，消費税率が１０％ まで引き上げられることで，
食料品や光熱費まで軽減税率が適用されるだけでなく，勤労所得税も強化さ
せる政策は税源移譲も伴えば，応益的な課税だけでなく応能的な課税も達成
されるのではないかと考える。
もっとも，本稿では幾つかの課題を抱えていることも事実である。ここで
の推計は情報開示が進んでいないことから，平成１６年度と古い個票データ
を利用している。そのため，本分析の結論を現代の租税政策に適用可能であ
るかどうかについては，もう少し詳細な分析が必要となろう。さらに，ここ
では消費税の複数税率化のみで世代間，あるいは世代内にある消費税の逆進
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性を議論しているが，実際には給付付き税額控除との比較も必要である。こ
れについては今後の研究課題とする。
参考文献
跡田直澄［１９９５］「消費税負担の構造」宮島 洋編『消費課税の理論と課題』税務経理
協会，１２７-１５３ページ。
石［２００９］『消費税の政治経済学』日本経済新聞出版社。
大竹文雄・小原美紀［２００５］「消費税は本当に逆進的か。─負担の「公平性」を考える
─」『論座』。
鈴木将之［２０１０］「消費税率引き上げの逆進性対策─給付つき税額控除は効果的だがそ
の財源に課題─」『Economic Trends マクロ経済分析レポート』。
高山憲之・白石浩介［２０１１］「給付つき税額控除による消費税負担の軽減」
http：／／www．ier．hit-u．ac．jp／pie／stage２／Japanese／d_p／dp２０１０／dp５０３／text．pdf#
search=‘給付つき税額控除による消費税負担の軽減’２０１１年１２月３日にアクセス。
橋本恭之［１９９３］「税制改革と世代間・世代内の公平」『第１６回日税研究賞入選論文』。
――――［１９９４］「国民福祉税の是非と目的税化」『税経通信』第４９巻第７号，５３-６０
ページ。
――――［１９９５］「消費税の税率構造」宮島 洋編『消費課税の理論と課題』税務経理
協会，１０７-１２６ページ。
――――［２０１０］「消費税の逆進性とその緩和策」『会計検査研究』第４１号，会計検査
院。
橋本恭之・上村敏之［１９９７］「村山税制改革と消費税複数税率化の評価 一般均衡モ
デルによるシミュレーション分析」『日本経済研究』第３４号，３５-６１ページ。
林 宜嗣［１９９２］，「消費税の逆進性問題」『総合税制研究』第１号，納税協会連合会。
本間正明［１９８２］『租税の経済理論』創文社。
八塩裕之・長谷川祐一［２００８］「わが国家計の消費税負担の実態について」ESRI
Discussion Paper Series 第１９６号。
大竹文雄・小原美紀［２００５］「消費税は本当に逆進的か。─負担の「公平性」を考える
─」『論座』。
加藤 寛・横山 彰［１９９４］著『税制と税政─改革かくあるべし─』読売新聞社。
田代昌孝［２０１２a］「世代間と世代内における消費税負担の分析」『桃山学院大学経済
経営論集』第５３巻第４号。
消費税の複数税率化とその展望に関する一考察 １８１
――――［２０１２b］「給付付き税額控除による消費税負担の緩和効果について─世代内
の負担格差を踏まえながら─」『中央大学経済研究所年報』第４３号。
林 宏昭［１９８９］「間接税負担の構造」『四日市大学論集』四日市大学学会第１巻第
１・２合併号。
林 宜嗣［１９９２］，「消費税の逆進性問題」『総合税制研究』第１号，納税協会連合会。
森信［２０１０］「消費課税のあり方」『マーリーズ・レビュー研究会報告書』財団法人企
業活力研究所，www.japantax.jp/teigen/file/20100622.pdf，２０１３年１２月１２日アク
セス。
Caspersen, E.and G.Metcalf [1994], “Is a Value Added Tax Regressive? Annual
Versus Lifetime Incidence Measures”, National Tax Journal , Vol.47, No.4.
Fullerton, D. and D.L.Rogers [1991] “Lifetime versus Annual Perspectives on Tax
Incidence ”, National Tax Journal , Vol.44, No.3.
Lyon, A.B. and R.M.Schwab [1995] “Consumption Taxes in a Life-Cycle Framework:
Are Sin Taxes Regressive?”, Review of Economics and Statistics , Vol.77, No.3,
pp.389-406.
Mirrlees, J.A. and A. Stuart [2011] Tax by design : the Mirrlees review , Oxford
University Press.
Office of-the Secretary Department of the Treasury [1984], Tax Reform for
Faireness coSimplicity and Economic Growth The Treasury Department Report
to the President , Vol.3, Value-Added Tax.
（たしろ・まさゆき／経済学部准教授／２０１３年１２月１９日受理）
１８２ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第４号
Multiple Consumption Tax Rates
and Their Estimated Impact
on Inter- and Intra- Generational Tax Burden
TASHIRO Masayuki
Abstract
It is necessary that Japanese government must raise consumption tax
rate to finance social security account or sustain primary balance.
Therefore, It is important to introduce the systems of either tax credit or
zero-rating consumption tax on foods to mitigate the regressivity of
consumption tax. This paper aims to examine the current policy debate in
Japan that is leaning toward the latter.
Furthermore, The analysis to mitigate the regressivity of consumption
tax must be examined not in temporary but in lifetime framework.
Unfortunately, It is not available the lifetime data of personal income like
PSID (The Panel of Study Income Dynamics) in Japan. So, it has been
difficult to estimate personal lifetime income in Japan. Instead of estimating
personal lifetime income, we analyze zero-rating consumption tax to
mitigate the regressivity of consumption tax either between generations or
among different generations.
First, we analyzed the regressivity of consumption tax and zero-rating
consumption tax on foods and heating and lighting expenses (low income
elasticity of demand) to mitigate the regressivity of consumption tax
between generations. We find that (1) with zero-rating consumption tax on
foods to mitigate the regressivity of consumption tax between generations,
the regressivity of 10 percent consumption tax may be mitigated from
8.725 to 5.499 percent point than the existing consumption tax law (2)
furthermore, with zero-rating consumption tax of foods and heating and
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lighting expenses (low income elasticity of demand), the regressivity of 10
percent consumption tax between generations may be mitigated from
8.725 to 4.592 percent point.
Next, we estimate elasticity of tax to personal income to discuss the
regressivity of consumption tax among different generations. As a result,
regressivity of consumption tax was the biggest within the cohort of 20’s, it
was conversely the smallest within the cohort of 50’s. With zero-rating
consumption tax on foods and heating and lighting expenses to mitigate the
regressivity of 10 percent consumption tax, it may be mitigated from 0.237
to 0.287 within the cohort of 20’s than the existing consumption tax law. On
the other hand, the regressivity of 10 percent consumption tax within the
cohort of 50’s was mitigated from 0.451 to 0.554.
１８４ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第４号
